





















ればよいと考えている。例えば，近時の有力な見解によれば，法 10 条 1 項
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　法 10 条 1 項の必要性要件の該当性が問題とされた裁判例には，以下のも
のがある。①札幌高決平成 12 年 12 月 25 日家月 53 巻 8 号 74 頁（以下А①決
定Бという。）／②大阪高決平成 14 年 6 月 5 日家月 54 巻 11 号 54 頁（以下
А②決定Бという。）／③大阪高決平成 24 年 9 月 6 日家月 65 巻 5 号 84 頁（以
下А③決定Бという。）／④高松高決平成 28 年 7 月 21 日 LLI/DB 判例秘書（L
07120629）（以下А④決定Бという。）／⑤福岡高決平成 29 年 3 月 17 日判時






(8) 小川敦А法定後見が任意後見に優先する場合の考慮要素Бケース研究 325 号
（2016 年）3頁以下。
(9) ①決定について，西原諄・判タ 1076 号（2002 年）89 頁，平山也寸志・成年後
見法研究 5号（2008 年）173 頁等，②決定について，二宮孝富・民商 128 巻 6
号（2003 年）99 頁，山田真紀・判タ 1125 号（2003 年）112 頁，星野茂・成年
後見法研究 4号（2007 年）186 頁等，③決定について，羽生香織・月報司法書
士 501 号（2013 年）62 頁，神野礼斉・民商 149 巻 1 号（2013 年）109 頁，村
重慶一・戸籍時報 713 号（2014 年）74 頁，星野茂・リマークス 49 号（2014
年）62 頁，同・実践成年後見 57 号（2015 年）73 頁，上山・前掲注（2）68 頁
等，④決定について，佐々木健・月報司法書士 562 号（2018 年）37 頁，拙
稿・実践成年後見 84 号（2019 年）101 頁等参照。
(10) 飯島紀昭А任意後見と法定後見についてБ小野幸二教授古稀記念㈶21 世紀の
家族と法㈵（法学書院，2007 年）467 頁，星野茂А任意後見と法定後見の関係Б
法律論叢 80 巻 1 号（2007 年）67 頁，上山泰А任意後見契約の優越的地位の限














































































るものがあるが，これらの事情と法 4条 1項 3号ハとの関係も必ずしも明ら
かではないように思われる(19)。
(16) 小川・前掲注（8）30 頁以下。







(19) 前者について，山田は法 4条 1項 3号ハを参照しているのに対し，小川は法 4
条 1項 3号ハを論じているのと別の段落で記述する。後者については，北野お



















よび小川は，法 4条 1項 3号ハとは別の項目ないし段落で論述している。もっ
とも，これらの事情が法 4条 1項 3号ハに該当しないとすると，仮にこれらの
事情が明確になったとしても，任意後見監督人選任の審判の局面では，法定障
害事由が存しないこととなり，任意後見契約が発効することになるのであろう










































































































　①決定は，А本人の同意Б（民法 15 条 2 項）を欠くため補助開始が認めら
れず，そもそも任意後見との競合が生じない事案であったが，抗告理由に答
























































































　第二に，受任者の不適格性ないし法 4条 1項 3号該当性は，法定後見と任
意後見との競合の場面ではなく，任意後見監督人の選任の場面（法 4条）お
よび任意後見人の解任（法 8条）の場面で考慮されるべき問題ではないか。
仮に法 10 条 1 項該当性の判断に法 4条 1項 3号ロ，ハに該当する事由を含
める場合には，法 4条 1項 2号でいうА本人の利益のため特に必要であると











(45) 上山・前掲注（2）70 頁は，仮に任意後見監督人選任の場面と法 10 条 1 項の
場面との平仄を合わせるのであれば，必要性要件に法 4条 1項 3号を組み込む
必要があるという。そうすると，なぜ両者の場面の平仄を合わせる必要がある
のか，がさらに問われる必要があろう。




















































契約の特殊性から，法 10 条 1 項が用意されていると説明することができるか
もしれない。




























































と，結局法 10 条 1 項を根拠とすることになろうか。






































〔付記〕本稿は，JSPS 科研費 JP17K03473 の助成を受けたものである。
(51) 水野紀子А親族法・相続法の特殊性についてБ能見善久ほか編㈶平井宜雄先生
古稀記念・民法学における法と政策㈵（有斐閣，2007 年）759 頁以下，同А相
続法の分析と構築Ё企画の趣旨Б法時 89 巻 11 号（2017 年）7頁等参照。
(52) 道垣内弘人㈶信託法㈵（有斐閣，2017 年）ⅰ頁参照。
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